
那賀川中流域における台風 1411 号と台風 1511 号による洪水氾濫と住民避難行動 

 

徳島大学大学院 学生会員 ○泉谷依那 徳島大学 正会員 中野 晋 

徳島大学 正会員 武藤裕則 徳島大学 正会員 馬場俊孝 

 

1. はじめに 

 近年，台風や短期間集中豪雨による洪水被害が多発している．そうした中，徳島県那賀川中流域では 2014 年

8 月台風 1411 号及び 2015 年 7月台風 1511 号によって 2年連続洪水被害が発生し，甚大な住宅浸水被害を受け

た． 

台風 1411 号は 2014 年 8月 10 日 6時過ぎに高知県安芸市付近に上陸．古庄観測所での 2日間雨量は 754mm と

観測開始以降第 4位を記録し，河川水位は古庄観測所・和食観測所で観測開始以降最高水位となった．河川流

量も古庄観測所・和食観測所で過去最高となった 1)． 

台風 1511 号は 2015 年 7月 16 日 23 時頃に高知県室戸市付近に上陸．古庄水位観測所では，観測開始以降最

高を記録した台風 1411 号の値に約 80cm に迫る 7.22m を記録した 2)． 

 洪水災害による人的被害を軽減させるためには，住民の積極的な事前対策と早期の避難行動が必須である． 

そこで本研究では，洪水氾濫被害のあった台風 1411 号および台風 1511 号における那賀川中流域住民の避難

行動の実態を把握・考察する．研究方法として，住民へのアンケート調査(台風 1411 号のみ)および聞き取り調

査（台風 1411 号及び 1511 号）を実施した． 

2. 那賀川中流域の住民の避難行動 

 台風1411号及び1511号に関して，

被災地域住民を対象にアンケート

調査及び聞き取り調査を行った．調

査概要は表-1に示す． 

a) アンケート調査(台風 1411 号) 

 台風 1411 号に関して行ったアン

ケート調査から，避難行動をした住

民の多くが避難所へ立ち退き避難(水平避難)していることが確認でき、また自宅の高所で安全確保措置(垂直避

難)をとる住民も一定数いることが明らかとなった．しかし，住宅が半壊・一部損壊しているにも関わらず避難

所等へ避難せずに屋内での安全確保措置(垂直避難)をしていた住民もおり，非常に危機迫った危険な状態であ

ったと言える． 

 また，発表されていた大雨・洪水警報の認知率は阿南市・那賀町共に 80%を超えており，土砂災害警戒情報

発表に関しても 7割前後の住民が認知していた．多くの住民がこうした発表を知っていたことが分かった一方

で，避難行動にはあまり影響していないことが明らかとなった． 

 その他，アンケート結果から洪水ハザードマップの認知度の低さなど，防災知識の欠如・危機意識の低さな

どの課題も明らかとなった． 

b) 聞き取り調査(台風 1411 号及び 1511 号) 

  2 年連続聞き取り調査を行った和食地区では，できる限り同一の世帯に聞き取りを行った．本論では，主に

台風 1511 号に関する聞き取り調査結果について述べる． 

台風 1511 号に関して調査をした 27世帯のうち，実際に住宅浸水被害のあった世帯は 34%であった．床上浸

水した世帯は全体の 30％である．実際に避難行動をした世帯は，立ち退き避難(水平避難)をした世帯が 30%，

屋内での安全確保措置(垂直避難)をした世帯が 7％で 37%の世帯で避難行動がされていた．台風 1411 号におけ

る那賀川周辺住民の避難行動 3)で明らかとなった避難率よりも小さいものの，住宅浸水被害に対して避難行動

表-1  調査概要 
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図-3 避難行動 

図-1 入手した情報(N=27) 

図-2 情報の入手方法(N=27) 

を行った住民の割合は大きいと言える． 

住民が避難行動をするかどうかは，台風関連情報を得たうえで判

断する．聞き取り結果から，那賀川中流域住民の多くが避難情報，

ダム放流入量，河川水位を参考にしていたことが明らかとなった

(図-1)．台風 1411 号に関する聞き取り調査 3)でも同様の結果が得

られており，これはこの地域の特性であると言える． 

和食地区では消防団による積極的な呼びかけが行われ，避難の呼

びかけや実際のリアルタイムな浸水状況が住民に伝えられていた．

住民に外部からの呼びかけを受けたかを質問すると，質問した 15

世帯のうち 73％が受けたと答えた．呼びかけの多くは消防団によ

るものであったことも明らかとなった．住民が情報をどこから得て

いたのかをまとめたものが図-2である．呼びかけによって情報を

得ている世帯が多い．台風 1411 号に関する調査 3)では，外部から

の呼びかけが住民避難の誘発に効果的であることも分かっており，

呼びかけは重要である．また，気象警報やダム情報・河川水位を得

ることができるケーブル TV が広く活用されていることも確認でき

る．調査をした和食地区の内水氾濫の原因である南川がライブ映像

としてケーブル TVで確認できるという利点が要因と考えられる． 

台風 1511 号で立ち退き避難(水平避難)を行った住民の避難行動

のきっかけとして「過去台風経験」・「消防団の呼びかけ」と答えた 

世帯が多く，台風 1411 号の存在と消防団による積極的な呼びかけ

が背景にある．一方で立ち退き避難(水平避難)をしなかった世帯で

は，「2階で十分」「荷上げをする」「大丈夫だと思った」といった

意見が多くみられた．中には，台風 1411 号の甚大な被害を経験し

たために，被害は少ないと判断し避難行動をしなかったという世帯

もあった．また，2年連続洪水被害はないと考えていた住民もいる．

水害経験がマンネリ化してしまうことで危険を過小評価してしまう傾向が見られた．背景には「津波と異なり

洪水で命を落とすことはない」という意見もあり，危機認識の甘さが明らかとなった．図-3に鷲敷地区で聞き

取り調査を行った世帯の台風 1411 号及び台風 1511 号における避難行動を示す．浸水被害の起こりやすい南川

側近の世帯では比較的避難行動がされていることが確認できる． 

3. おわりに 

 台風の際に、消防団からの呼びかけが住民避難を誘発にすることが明らかとなった．ケーブル TVが情報を得

るのに広く活用されているものの，気象情報や避難勧告・指示といった台風関連情報が迅速な避難行動に繋が

らないという課題が明らかとなった．実際に水が迫ってきた様子を確認してからの避難行動では逃げ遅れてし

まう可能性が高い．洪水の危険を過小評価してしまう危機認識の甘さが課題であり、住民の安全な早期避難の

実現には洪水災害に関する正しい知識と認識の定着が必要であろう． 
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